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京都市内の分譲マンションの状況(1)

○市内のマンション数は令和2年度時点で1,925件・約１１万戸。このうち約３割の679件が築30年以上
○10年後には半数以上の1,129件が築30年以上となり，分譲マンションの高経年化が加速する見込み



京都市内の分譲マンションの状況(2)

○京都市は全国と比較して小規模マンションの割合が高い。約６割が５０戸以下の小規模マンション
○新景観政策以前に建設されたマンションのうち，高度地区の見直しによる不適格物件が約８００件（約4割）
○「要支援マンション」は徐々に解消。しかし，令和元・２年度に行った分譲マンション実態調査から，
今後１０年間に築３０年以上となるマンションの中に管理不全の可能性のあるマンションが約５０件

平成23年度に高経年マンション
実態調査を実施
平成31年時点で築30年以上とな
るマンション663件に対しアン
ケート・外観調査を実施。そこで
管理不全状態であることが判明し
たマンションを「要支援マンショ
ン」とした。



計画策定の目的

(1)京都市の景観政策の方針を踏まえると，
マンションの建替えによる更新が進めにくい。
→マンションは建物の長寿命化の推進が重要

(2)今後，分譲マンションの高経年化が加速
→管理組合が主体となり早い段階から管理不全の
防止に取り組むことが重要

課題①

「管理計画認定制度」を活用！

(1)管理状況を行政が評価することで
中古マンション購入に対する不安を解消するとと
に，管理状態に応じた，不動産市場・住宅金融市
場における適正評価を図り，若年層にも経済的に
手の届く価格帯の中古マンションの流通を促進す
ること。

(2)管理不全を未然に防止し，マンションの適正な管
理を定着させることで建物の長寿命化を図り，世
代をこえて取引されるマンションストックの形成
を推進すること。

(1)若年・子育て世帯の市外への転出超過が継続
→市内定住の促進が喫緊の課題

(2)市内の住宅価格は高騰
→若年・子育て世帯層の住宅取得の選択肢
となりにくい。

課題②

○京都市では，これまでから高経年マンションに対する支援に取り組んでおり，管理不全状態にあることが判明
したマンションに専門家や外部役員を派遣して管理組合の設立や大規模修繕工事のアドバイスを行ってきた。

○今後は，これまでの市独自施策に加え，法に基づく制度を活用することで，マンションの管理不全を未然に防
止するとともに，良好な管理のマンションの流通を促進する取組を進めていく。



計画の位置付け・対象・計画期間



各主体の役割

(1)管理組合及び区分所有者

(2)地方公共団体（京都市）

(3)マンション管理士

(4)マンション管理業者

(5)マンション専門家団体

(6)不動産事業者

(7)分譲会社

(8)京安心すまいセンター

○国が示す「マンションの管理の適正化の推進を図るための基本的な方針」の規定に加え，本市推進計画では，
より具体的にマンションの管理に関わる各主体の役割りを明記

・本市推進計画に記載する各主体
・(4)～(6)は，京都市が独自に具体化又
は追記

○マンション管理業者

マンション管理業者は，管理組合の主体的な運営を補助する者として，誠実にその業務を行う必要があり

ます。

○マンション専門家団体

マンションの管理に関する専門的知識を有する団体として，管理組合等への情報・資料の提供，技術的支

援を行うなど，その役割を適切に果たすよう努める必要があります。

○不動産事業者

不動産事業者は，マンションにおける管理の重要性を認識し，管理計画認定制度の趣旨をよく理解したう

えで，マンションの管理状況を適切に評価し，その内容を購入予定者に対し的確に説明し，理解を得る必要

があります。

○分譲会社

管理組合の立ち上げや運営の円滑化のため，分譲時に管理規約や長期修繕計画，修繕積立金の金額等の案

について適切に定めるとともに,これらの内容を購入者に対して説明し理解を得るように努める必要がありま

す。また，国がマンション管理適正化法に基づく管理計画認定制度とは別に，新築マンションを対象とした

予備認定の導入を検討しており，導入開始後，認定基準に適合する新築マンションにおいては，予備認定取

得若しくは取得に向けた検討を積極的に行う必要があります。

○京安心すまいセンター

京都市住宅供給公社が運営する「すまいのワンストップ総合窓口」として，本市との連携を図り，これま

での取組で培った専門的知見やノウハウを活かし，その役割を適切に果たすように努める必要があります。



京都市マンション管理適正化指針

国が示す指針に基づき，京都市にお
ける管理組合によるマンションの管
理の適正化を推進するための基本的
な考え方を示すもの

概要

１ 基本的方向
２ 管理組合が留意すべき事項
３ 区分所有者等が留意すべき事項
４ 管理委託に関する事項
５ 本市区域内におけるマンション

の管理組合に留意が求められる
事項

項目

○国が示す「マンション管理適正化指針」に基づき，京都市の課題や施策の方向性を踏まえ，「本市区域内にお
けるマンション管理組合に留意が求められる事項」として，独自の指針を追加



助言・指導等を行う場合の判断基準

○マンション管理適正化法に規定する管理組合への助言・指導及び勧告を行う場合の判断基準の目安について
「京都市マンション管理適正化指針」の考え方に基づき定めるもの。

○「京都市住宅マスタープラン」における“要支援マンション”の定義とも整合を図っている。



分譲マンションの管理状況の把握

○実態調査の回答が得られなかったマンションの管理
実態の把握を進める。

○令和３年度には，未回答のマンションに対し 令和
３年１１月～令和４年２月に追跡調査を行った。
○令和４年度は，８～１０月にかけて，再度の追跡調
査を行う予定。回答率向上のため，管理会社への働
きかけも検討

追跡調査

実態調査の結果，分譲マンションの管
理は，約９割が管理会社への委託であ
ることを確認しました。
マンションの実態把握を進めるには，
管理会社の協力が必要と考えています。



【参考】実態調査（追跡調査）の項目

ホームページに調査票を掲載しています。https://www.city.kyoto.lg.jp/tokei/page/0000292247.html

問１ 管理規約について
・ 管理規約はありますか。
・ 管理規約は改正しましたか。

問２ 管理組合役員について
・ 理事・監事の人数・任期等

問３ 理事会について
・ 開催頻度

問４ 総会について
・ 開催頻度
・ 議案書の事前配布
・ 議事録の作成

問５ 会計について
・ 管理費を徴収していますか。
・ 修繕積立金を徴収していますか。
・ 管理費と修繕積立金の会計を区分していますか。
・ 管理費や修繕積立金を滞納している区分所有者は

いますか。

問６ 居住者や組合員の把握について
・ 名簿はありますか。また誰が保管していますか。

問７ 管理の方法について
・ 建物の維持管理はどのように実施していますか。
・ 管理会社との管理業務契約の更新について

問８ 長期修繕計画について
・ 長期修繕計画はありますか。
・ 長期修繕計画の計画期間は。

問９ 書類等について
・ 設計図書等の保管状況

問１０ 大規模修繕工事の実施状況について
・ 大規模主膳工事の実施状況

問１１ 耐震化の状況
・ 耐震診断の実施状況
・ 耐震改修の実施状況

問１２ 建物の将来について
・ 建物の将来や寿命について管理組合内で協議し

たことがありますか。



管理計画認定制度の運用(1)認定基準・独自活用

○京都市京都市独自の上乗せ基準は設けず，国の定める基準により認定する。
○認定マンションのうち，地元金融機関との連携により住宅ローンの長期化等を検討し，優良な中古マンション
が若年・子育て世帯層の住宅取得の選択肢となるよう誘導する仕組みを検討

管理計画認定を行う基準

○管理組合の運営
管理者等が定められている，集会が定期的に開催されている

○管理規約
管理規約が作成されており，緊急時の専有部分への立入り，修繕当の履歴情報の管理，管理組合の財務情報の書

面交付などが定められている

○管理組合の計理
管理費と修繕積立金が明確に区分経理されている，修繕積立金会計から他の会計への充当がされていない，修繕

積立金の３ヵ月以内の滞納額が全体の１割以内

○長期修繕計画の作成及び見直し等
長期修繕計画標準様式に準拠し作成，内容及び金額が集会で決議されている，作成又は見直 しが７年以内に行

われている，将来の一時金の徴収を予定していない，積立額が著しく低額でない，計画期間の最終年度に借入金の
残高のない計画となっている

○その他
組合員名簿，居住者名簿を備え年に１回以上は内容の確認をしている，等

京都市独自の位置づけ【仮称：長期優良マンション】

○長期の住宅ローンを提供するために金融機関が必要とする情報
例）耐震性能，修繕実績など建物のハードに関すること，損害保険の利用状況や修繕積立金等の詳細な情報など

マンション管理士
による審査の対象

認定申請に合わせ
て情報提供を依頼



管理計画認定制度の運用(2)申請手続・手数料

〇申請（新規・５年毎の更新）に当たっては，マンション管理士の事前確認を受け「管理計画認定手続き支援シ
ステム（マンション管理セ ンター）」を通じて発行される「事前確認適合証」を必要書類として求める。
（※変更申請についてはシステムが対応していないため京都市住宅政策課に直接変更申請）

〇京都市への申請について手数料の徴収は行わない。

京都市では，申請に必要な書類として「事前
確認適合証」を求めるため，左図のパターン
①～④のいずれかの方法で申請を受け付ける。

出典：（公財）マンション管理センターホームページ 申請手続

【管理計画認定の申請】
京都市独自基準は設けていないため，国が
必須で求める書類を添付して申請

【長期優良マンションへ（仮称）の位置づ
けを希望する場合】
上記の必須書類と併せて，別途京都市が求
める書類の添付を依頼（※調整中）

申請書類

※令和４年９月から申請受付開始（予定）
詳細な申請手続は，開始前に管理組合にご
案内します。



【参考】管理計画認定基準への適合状況調査

「概ね適合している」を選択
した管理組合では，「修繕積
立金の総額から算定された修
繕積立金の平均額が著しく低
額でないこと」，「組合員名
簿，居住者名簿を備えている
とともに１年に１回以上は内
容の確認を行っていること」
の基準に適合しない管理組合
が多く見られた。

傾向

○令和3年11月，1,985管理組合宛に管理計画認定基準への適合状況と申請意向の確認アンケートを実施
○令和4年2月末時点で返信のあった497管理組合のうち，197管理組合から申請を希望すると回答している。



【参考】マンション管理アドバイザー派遣制度

○従前の「分譲マンション建替え・大規模修繕アドバイザー」の範囲
を拡大し，「分譲マンション管理アドバイザー派遣制度へ」

○管理計画認定基準の適合状況の確認にも対応



京都市分譲マンション管理適正化推進計画の概要

都市計画局住宅室住宅政策課分譲マンション管理支援担当

☏０７５－２２２－３６６６

ご清聴ありがとうございました


